





















































































遼　送　賛 目 英 独 仏
（イ） 園有の意味の運送賃 ○ O○ ○
（口） 用　船　料 ○ ○ ○ ○
船舶賃貸料 ○ ○ 一
???
■ ??一■自船自貨による利潤 OO ○
㈱ 旅客運送賃 ○
㈹ 挽　船　料 ○ O○ O
　（もちろん，個々の契約内容が前提である）
分であるとするauthorityもある。ω英法では，この種の運送賃を法律上C0皿一
mon　Law　freightというo
　（4）海上保険法においては，この語は更に別の意味をもつ。す汝わち，船主
または船主の立場に立つ者が自己の船舶を使用することによって生み出す利潤
には，（イ）他人の貨物を運送することによって受くべき報酬（固有の意味の運送
賃），（口）船舶を用船に出すことによって受くべき報酬（用船料）・㈹船舶を賃貸
することによって受くべき報酬（船舶賃貸料），⇔自己の貨物を運送すること
によって生じる利潤，㈱旅客を運送することによって受くべき報酬（旅客運送
賃）、り挽船によって受くべき報酬（挽船料），の6種類があるが，海上保険法
上運送賛は，ときとしてこの6種類全部を含むことがあり，また国により契約
によりその1，2を含まないことがある。胸日・英・独・仏についてみれぱ，左
上の表の通りである。
　次にその個々について述べてみよう。
　（イ）固有の意味の運送賃（0・dina町f・eight　Or　Bilレo÷Ladi㎎｛reight）は，運
送人が物品の運送に対して蚊得すべき報酬をいい，航海を単位として麦払われ
・ることもあれぱ，顛間を単位として支払われることもある。この意味の運送賃
は，英法においてももちろん一般海法および運送取引上の運送賃と同義であり，
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を運送賃支払の停止条件とする。｛副
また，貨物はその同一種類のもの
として（insp㏄ies）到達しなけれ
ぱならない。晦1しかし，安全な運送
（Safe　C鮒iage）は必ずしも必要で
はなく，安全た状態で貨物を引渡
せぼよいという　authorityがあ
りω，また貨物の現実の引渡は必
要でなく，引渡の準備があれぱ十
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従って英法では貨物が仕向港に到達し，同一種類のものとLて（inspeci・s）引
渡されることを運送賃支払の停止条件とする。この種の運送賛を不確定運送賛
（cOnti㎎ency　freight）蝸，後払運送賃（co1lectible｛・eight）血4，または揚地払運送
賃（向払運送賃）（freightatdestinationOrfreightatrisk）ということがある。
これらの運送賃が法律上基礎を置くのが，Co㎜mon　Law　freightである。胴
collectible　freightは，荷送人の側で使用される場合と，目的港で支払われる
船主または用船者のbi1l－of一ユading　freigthtに対する利益を意味すべく使用さ
れる場合とを混同してはならない。このようにcollectible丘eight叶こは二重の
用法があるので，荷送人の側に立脚したbl11・of－ladmg　fre1ghtをcontmgency
freight（or　freight　contingency）と呼ぶのが好ましい。Lかし，この貨物引渡
の上支払うべき運送賃を意味する“cOntingency　freight”の保険は，実際に
は，運送賃の保険ではなく，その性質上実質的には，利潤の保険に類似する貨
物の上のある利益の傑険である。㈹すたわち，contingency　fre｛9htとは・仕
向港において運送賃を支払うことによって生ずるところの，到達した暁におけ
る積荷の増価額を意味するのである。帥
　しかL既に述べたように胸，近来の運送契約（c㎝tract　Of　carriage，c㎝t・atde
transport，Frachtve竹rag）においては，運送賃はしぱしぱ前払されるべきものと
される。そこで，このように運送賃が前払されたが，船主が，貨物を仕向港に
おいて引渡すことができない場合に，当該前払運送貧を払戻す特約があるとき
には，この運送賃は依然とLて“collectib1e　freight”と同様の性格を有する。
日本商法では，航海中運送貨物の全部または一部が滅失Lた場合には，既得の
運送賃はこれを返還したげれぽならないが（第776条，第576条），これは依
然として“conectib1e　freight’’である。ωしかLこの前払された運送賃が確
定的に収得されたものとみなされ，いかなる場合においても返還されないこと
があ乱英法ではこれを前払運送賃（prepaid　freight，advanced　freight，advance
缶eight）というo
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　また，運送賃は，前払されなかったが，いかなる場合においても，すなわち
貨物の全部または一部が航海中に滅失しても，全額支払われることがある。こ
れを確定運送賃（guaranted士reight）という。
　この前払運送賃と確定運送賃を合わせて，確定取得運送賃または決定的前払
運送賃（freight（tO　be　considered　as）eamed　goods1ost　or　mt　lost，ship　lost
or　notユost；fret　acquis差tout6v6ne㎜ent　ou　mεme　en　cas　de　sinistre；endg趾ig
od．definitvbezah1te　Fracht）ということがあるo
　英法では前払運送賃は航海中貨物が滅失しても返還されないから，この前払
運送賃は同時に確定敢得運送賃である。ただここで注意すべきことは，前払さ
れた金銭が，前払運送賃であるのか，単なる貸付金の形で支払われたのかにつ
き，しぼしば問題が生ずるということである・これは，通常，運送契約・就中
用船契約の個々の条件に従って決定すべき問題であ私帥
　通常，運送賃は運送貨物の単位当りいくらで，すなわち梱包・トン・ブヅシ
ェル・クォーター・百封度等を基礎として支払われるが，そのようにして見積
られた貨物が仕向港に到達しなけれぱ，その割合で船主の受取る運送賃は滅少
する。そこで船主は，積送品につき支払われる全運送賃を不可分のものとみな
L，常にその全額を要求する場合があ肌この運送賃を特に一括払運送賃
（lamp－sum　freight）ということがある。これは，通常確定取得運送賃である。
　運送される貨物が高価品である場合に，その申告価額の何バーセントで運送
賃が支払われることがある。これをfreightα6〃α肋舳とい㍉
　（口洲　次に，運送賃は用船料（chartered　freight，fret　de　charte・Partie臣軸，Char－
terf・acht）を含む。
　用船料とは，用船契約（ch鮒erpa・ty，cOnt・at（act・）d’a舳te皿㎝t　Ou　ch航e－
Partie，Ch航er・ve廿rag）⑳に基づき，船主が船舶の全部または一部を貸切り・
これに船積した貨客を運送することにより，相手方たる用船老から受取る報酬
をいう。これは，期聞を基礎として支払われると　（期閥用船料），航海を基礎
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として支払われると（航海用船料）を問わたい。
　従って，この中には船舶賃貸料（Schiffsmiete）は含まれない。㈱なぜならぱ，
用船料と賃貸料の意義・内容および効果が異たるからである。すなわち，用船
契約は運送契約の一種であって運送の結果を契約の目的とするのに対して，船
舶賃貸借契約は船舶の使用および収益をその目的とL，運送の結果すたわち運
送の完成不完成とは無関係であるものである。鋤この結果，賃借人は法律上船
舶の占有権を有し船員の任免権を有するが，用船著にはこれがない。
　しかしながら，実際上用船契約と船舶賃貸借契約とはその区別が必ずしも明
瞭ではない。事実，定期用船契約の場合には，しばしば賃貸借契約と区別しえ
ないものがあり，賃貸料と呼ぶべきものも用船料としている。㊧
　また英法の“charter－pa竹y”なる語は，わが国におげる用船契約と船舶賃
貸借契約の丙者を含んでいる。飼否むしろ，英法においては，わが国における
その両者よりも広い意味を有するように思われ，そこにおいては個品運送契約
における運送賃との区別が困難となりつつあるように思われる。そこで，この
英法におけるr用船料」の意味を考察してみると，既にそこには或る渥乱があ
り，或はこの語は或る混乱に導くことがある。㈱すなわち，一般に英法では，
r用船料」（chartered　freight）恋る語は，用船契約に基づき支払われる報酬
の外に，船舶もしくは船腹の使用契約または賃貸借契約上支払われる報酬，お
よび船主が準傭することを約束した船舶での貨物の運送契約に基づき支払われ
る報酬を含む”こうなると鶉用船契約の条件に従って支払われる用船料・賛
借料と，その他の様式における海上貨物運送契約に墓づき支払われる運送賃
（固有の意昧の運送賃）との聞には何らの区別もなく，区別を設けることも困
難となってくるのである。㈲従ってそこにおいは，用船料と固有の意味の運送
賃との相違は，単に，船舶の個性が重要視されるか，運送貨物の個性が重要視
されるか，の相違でしかない押
⇔　海上保険法上，運送賃は・船主が自船で自貨を運送することによって生
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じる船主の禾聰潤（0wner’s　trading　f・eight）を含むことができる。帥
　自船自貨の場合には運送契約が存在しないから，本来的意義における運送賃
（従ってその被保険利益）は存在しない。働存在するのばむLろ積荷の被保険
利益であ乱しかし・その積荷が海上危険によって滅失・損傷を被った場合に
は，船主はその積荷が安全に到達したならば得ることができた筈の利益を失い，
しかもその利益の中には当然運送賃も含まれている。それ故，自船自貨の揚合
には，船主は運送賛を確定的に前払した荷送人と経済上同様の立場に置かれる
ことになる。鯛従って，船主は積荷の価額に，通常要すべき運送賃相当額を加
えて保険を付しうるが・また取引の観念にLたがって普通の運送賃としてもこ
れを保険に付しうるのである。馴
　これは英法においても同様であって，1906年海上保険法第90条（および同法
第1付則，保険証券の解釈に関する規則第16条）には，次のごとき規定がある。
　］〉［IA．s，90．＿“Freight”includes　the　profit　derivable　by　a　shipowner
from　the　employment　of　his　ship　to　carηhis　own　goods　or㎜oveab1es，
as　we11鴉fre1ght　payable　by　a　thlrd　paれy，but　does　not　mclude　passage
mOney．
　　r海上保険法第90条一r運送賃』は、第三老によって支払われるべき運
　送賃のほかに，船主が自己の船舶を使用して自已の貨物または動産を運送す
　ることによって収得する利潤を含むが，旅客運送賃を含まない。」
　この問題の基礎になつたleading　casesは，F1int　v．F1emyng事件（1830
年），およびDe▽a岨v．J’Anson事件（1839年）である。
F1ht▽．F1em，mg（1830），1B．＆Ad．45；8L．J．（o．8．）K．B．350；L1・＆
Wels．257；35R．R．205．
　　この事件は，rMadrasにおいておよびそこからLondonまで」の条件の，
　船舶HoPe号による運送賃の予定保険証券に関する事件であった。
　　Madrasに到達したHope号は，往航積荷の積卸しと帰航積荷船積の準
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　備に着手Lた。帰航積荷が未だ籏込まれないうちに，同船は滅失した。船長
　は，船主である原告のために25トソのアメリカ杉を購入しており，原告の
　代理人はまた，原告の指図に従って，原告のために122トンの硝石を購入し
　ていた。またMadrasのMn　Websterなる者も，約90トソの軽量品を同
　船に稜込む契約を結んでいた。この軽量品については書面の契約はなかった。
　そこで船長は，このMr．Websterは名誉の問題は別としてこの軽量品を船
　積すべき義務はない旨の意見を表明した。
　判決一被保険者は・アメリカ杉および硝石に関して保険金回収の権利があ
　るo
　　LかL軽量品に関しては，それを船積すべき拘束力ある契約があったかど
　うかの決定は，法廷弁護士に付託された。
De珊ux　Y．J’A醐㎝（1839），5Bi略W．C．519；7S60此，807；8L．J．C．
　P．284；2Ar皿．82；J㎜r．678；30IしR．786．
　　この事件は，「Ca1cuttaまたはCorOmandel　Coastの任意の港においてお
　よびそこから，Bourbonの任意の1港または数港まで」の条件の，船舶La
　France号による評価額1，000ポソドの運送貧の保険に関する事件であった。
　　La　France号は，Coro血andelCoastの1港であるCormgaに到達し，
　修繕のため入渠した。修繕完了後。出渠のための準備中に，同船は甚大な損
　傷を被ったため，解体されて売却されることが必要となった。原告である船
　主は，みずからの費用で帰航穣荷として若干の貨物を購入しており，それば
　既に船穣の準備が整っていた。しかし事故の発生によって，この貨物は，こ
　れを他船に積んで帰航しなければならたかった。
　判決一原告は，運送賃の喪失に対して保険金回収の権利がある。
　前の事件（Flint孔Flemy㎎事件）において，Lord　Tenterdenは次のよう
に述べた。
　　「或る者が他の老に支払う金銭による報酬があることが運送賃構成上の必
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　要要件であるたらぽ，自己の貨物を運送するために自己の船舶を使用するこ
　とから船主に生ずる利益は，運送賃ではない。しかし，保険証券に使用され
　る運送貧という言葉が船舶の使用から生じる利潤の意味を含むならぱ，運送
　賃の損害があった。船主が，船舶の使用から生じるその利潤を，全船を用船
　した著からの金銭の支払いによって受げようが，特定量の貨物を船積する各
　種の人々からの金銭の支払いによって受げようが，或は自已の船舶で自己の
　貨物を運送することから仕向港においてその貨物の価額を船主に支払う者か
　らの金銭の支払いによって受けようが，船主にとっては同じことである。被
　保険者は，その付加的価値を運送貧と考え，保険証券上運送賃と呼んでも差
　し支えないo」
　㈱　海上保険法上，運送賃はさらに旅客運送賃を含む。
　運送人が旅客の運送によって収得するこの利潤は，経済的に見ても法律的に
見ても，貨物の運送によって収得する利潤と異なる所はたい“それ故，旅客
運送賃は，貨物の運送によって収得する固有の意味の運送賛と同様，適法な保
険契約の目的となり得るのである。鋤
　ただ，既に述べたように，欧米諸国においては，旅客の運送に対して運送人
の収得すべき報酬は，別にpassage　money，prix　de　passage，七berfahrtsge1d
なる語があるため，海上保険法上においても，この所謂r旅客運送賃」はfrei－
ght，fret，Frachtの中には含まれない。㈱
　もちろん，欧米諾国においても旅客運送賃を保険に付L得るのは当然であ
る。鶴しかしてまた，旅客運送賃は，（前払されるのが原則であるが）鈎決定的
に収得されるべき特約がたけれぱ，運送人は当然これを保険に付し得るのであ
るo
　Amouldは，旅客運送賛は前払されるという極めて重要な慣習によって，
理論上は兎も角，実際の取扱上は運送賃と異なるとしながらも㈹，別の個所に
おいて㈹，近代の海上貨物運送契約では運送賃がしぱしぱ前払されるべきもの
　328
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とするということを認めることによって，理論上は勿論，実際の取扱上におい
ても，既にpassage　moneyとfreightの区別が困難となりつつあることを認
めているようである。
　り　海上保険法上，運送賃はさらに挽船料（Schlepplohn）を含むことがあ乱
　通常挽船契約は，その性質上請負契約であり雇用契約であるが，曳航される
艀舟，起重機船，艀舟上の積荷等の運送の目的物が挽船主の保管監督下にある
場合には，これは運送契約の性質を有するから，かかる場合にはその挽船料は
運送賃に含めても差し支えない。㈱
注（1〕Winter，ibid．，p．310。
　（2）　Scrutton　on　Charterparties　and　Bi11s　of　Lading，P，331，α〃　oグ　Blakey　v．
　　Dixon（1800）2B。＆P．321；Lewis　v．Marshal1（1844）7M一＆G．729；Krall
　　v．Bumett（1877）25W・R・305・
　（3〕もちろん運送賃の意昧が全く確立されているわげではない。例えぱ，海上保険法
　　上，運賃送の中に旅客運送賃を含むか否かについてわが国の学説は分かれている
　　L，芙法においても疑問が潅いわげでは底い。なお，16ぺ一ジ注鋤参照o
　（4〕一般的には，むしろ「運賃」という言葉が使用されるが，目本民法および商法に
　　倣って本稿ではすべてr運送賃」という語に統一した。
　（5〕Phi1lips，A　Treatise　on　the　Law　of　Insurance1867，5th　ed．，s．327，Winter，
　　ibid．，p．3ユ0一
　（6）　αGii㎜ore　and　C．L　Black，The　Law　of　Admiralty，P．221。　なお，E．F．
　　Stevens，Dictionary　of　ShipPing　Terms　and　Phrasesも，“freight”を貨物の
　　意蜘こ用いることは混舌Lを招くから避けるべきだとしている。
　（7〕　これは，Kirchner　v．Venus（1859）12Moore　P．C－361事件に招けるthe　Judicia1
　　Co㎜mitteeの定義である（atp．390）o更にBIakeyrDixon（1800）2B．＆P．32ユ
　　参照。
　（8）Carver，ss」115．1120．Lord　Russell，C．工も，同穣に次のような定義を与えて
　　し・る（in　Weir　v－Girvin，〔1899〕1Q．B．193，P．196）。一運送賃とは，運送と引
　　渡に対して船舶になされるぺき支払であり，運送と引渡がある童では，通常の事情
　　の下では，船主は全く運送賃を要求すぺき権利はな～」
　　　従って，特約がない限り，英法においては鐘離比例運送賃（勿0吻肋freight，
　　丘eightク〃刎切鋤惚桃，distance　fre三ght，fret　de　distance，Distanzfracht）は
　　認められないoアメリカおよびベルギー｝こおいても葵国と同様であるo　qブ．Ripert
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　s．1634et　seq．，Winter，ibi吐，p．312．
　　わが国では，全部用船契約の下において，航海中に船舳の沈没・修繕不能・摘獲
　によって運送契約が終了したときには，運送品の価格を限度として比例運送賃雅認
　められる（商法第760条第2項）。
　　フヲンスにおいても，次のような規定がある（A所．296etar亡303C－com．）o
　　出t．296．一Si　le　capitaine　est　contraint　de　faire　radouber1e　navire　pendant
　le　voyage，1’aiヨErξteur　est1＝enu　dlattendre，ou　de　payer1e｛ret　en　entier・
　　Dans1e　cas　o亡1e　navire　ne　pou耐ait欲re　rado1ユb6，1e　capitaine　est　tenu
　d，en1ouer　un　autre．
　　Si　le　capitaine　n’a　pu　louer　un　autre　navire，1e　fret　n，est　d直qu’きpropor・
　tion　de　ce　que1e　voyage　est　avanc6．
　　r第296条一船長が航海の途申で船舶の修繕をなすべき場合においては・用船
　者はこの修繕を待ち，または全運送賃を支払うべき義務を負㌦
　　船舶を修繕することが不可能となった場合においては，船長は他船を用船すべき
　義務を負う。
　　船長が他船を用船することができなかった場合においては，運送賃は航海をなし
　た距離に応じてのみ支払われるべきものとするo」
　　Art．303．一Si　le　navire　et1es㎜archandises　sont　rachet6s，ou　si1es　mar一
　・h・・di・・・…t…咋・・d・…f・・g・，1…pit・i・…tP・y6d・f・・tj・・q・’・・
　1ieu　de　la　prise　ou　du　naufrage．
　　I1est　pay6du　fret　entier　en　contribuant　au　rachat，s’il　cond雌1es　marchan－
　di舵S　au1ieu　de　leur　deStinatiOn．
　　「第303条一船舶および運送晶が買戻され，または遵送品が海難から救助され
　たときは，船長は掠奪または海難の地に至るまでの遼送賃の支払を受ける。」
　　この外に，ドイツ商法第630条およぴ第631条，イタリア航行法第436条，オラ
　ンダ蘭法第520条e項，スカンジナヴイア海法第160条・スペイン商法第662条・
　ルーマニア商法第588条，チリ商法第1029条，アルゼンチン商法第1088条，メキシ
　コ商法第737条，エジフ■ト商法第122条，等も距離比例運送賃を認めているo
（9）Mul1ins，p．93　それ故逆に言えば，引渡された貨物が，商業的に見て，船積され
　た貨物と同一種類のものであるならぱ，たとえ当該貨物が損傷状態で引渡されても・
　さらにまたその損傷に対して船主が責を負う場合でも，運送賃は全額支払われ潅げ
　れぱならない。CアE1dridge，MarinePolicies，p－7，Dover，AHandbookto
　Marine　Insurance，pp・264川265・md　Gr脆ths孔Bramley－Moorg（1878）・4Q・
　B．D．70；29Digest97，551・
⑩　Dan湿n机O剥ey（1864）15C．B．N．S．646，p．665．41∫oφDover，ib岨，p．264．
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¢ヵ　E1dエidge，ibid．，p．7，Scrutton，ibid。，pp350～351，Ca正ver，s．1117，and　Cargo
　ex　Argos（1873）L　R．5R　C．134，Cargo　ex　GaIam（1863）B・＆L・167・
　　「運送賃に対する権利の真の判断の基準は，運送賃が支払われるぺく約東された
　用役が実質的に履行されたかどうかの闇題であ札従って英法によれぱ・概して運
　送賃は，貨物が運送され，到達L，商人に引渡されるべき準備が整うことによつて
　坂得されるo」一〃Wi1工es　J．，in　Dankjn　w　Oxley（ユ864）33LJ。αP．119一
⑫　「運送賃とは，船舶の使用から生ずる利潤である。」一力〃Lord　Tenterden，in
　Flint　w　F】e㎜yng（1830）1B一＆Ad－45，p．48，and力〃Bovi11，C．J”in　Allison
　v．Bristo1Marine　Insurance　Co．（1873），29L　T・，p．40・
　　Phi11ipsは次のように述べている（ibid。，s．327）o－r保険においてぱ，運送
　賃という言葉は，船主または用船者がみずから船舶を使用することにより，または
　船舶を他の者に使用させ，もLくは他の者のために貨物を運送することによって，
　生ずるところの稼得金または利潤であるo」
⑱Winterは，これをfreight　c㎝ti㎎encyと言っている（at　p・317）o
　　rContingency　freight在る成語は，簡単なる言葉（a　short　expression）であつ
　て，積荷の到達したる時に，支払はるる遼賃を支払ふことによりて生ずる，被保険
　者の積荷につきて有する利益を，被保険者が，保険することが，可能であると云ふ
　ことを示す言葉である。又は，Contingency　freightとは，目的港に於て運賃を支
　払ふことによりて生ずる，到達Lたる時に於ける積荷の増加額を意味するo」一
　馬淵得三郎・ContingencyFreight（海上運賃保険の一研究）・損害保険研究第2巻
　第3号。
⑭　Mu11insはごれをco1lectfreightと言っている（atp．92）o
⑮　4ぺ一ジ参照。さらに，Dover，A　Handbook　to　MarineInsurance，6th　ed．，
　　P．264，およびMacLach止an，M㎝chant　ShipPing，5th　ed．，P．517参照o
⑯　この種の保険証券には，通常次のような約款が挿入される。すなわち，
　　“The　freight　insured　under　this　policy　be三ng　payab1e　at　port　of　destination，
　the　amount　shan　be　treated　as　an　additiona1　valuation　of　cargo，　and　this
　insurance　is　to　cover　onIy　particular　average　o皿such　additiona1　vaIue　over
　and　above　the　amomt　clai血able　in　the　usua1way　on　the　goods　themselves．”
　　「この保険証券の下で保険に付された運送賃は仕向港で支払われるものであるの
　で，その金額は積荷の付加評加額として敢扱われなけれぱならず，この保険は貨物
　自体について通常の方法で請求しうる金額を超遇Lた遣加価額に対する単独海損の
　みを担保するものとするo」α．Amould　s．284およびn．π
⑰　King　v．Me㎞uen，▽o1．XXIV．The　Times　Law　Reports（1907＿1908）p．146一
⑱　1ぺ＿ジ参照。
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⑲　ドイツにおいても，貨物が滅失した揚合には，前払運送賃（マ0rausbezahlte
　Fracht）は払戻されるoψ津．HGB§617Abs．I，Schaps・Abraham　II503t
⑳　C‘．Ai1ison　v・Bristol　Marine　In＆Co・（1875．1876）1App・Cas・209；De　Silva1e
　w　Kendall（1815）4M．＆S．37；Maniield　v－Maitland（1821）4B．＆AId．582；
　WinterγHaldi皿and（1831）2B．＆Ad．649；Wi1son　v・M町tin（1856）11Ex．
　684；Hicks肌Shield（1857）7E．＆B．633；26L．工Q．B，205；Williams　v－
　North　China　Ins．Co．（1876）1C．P－D．757；The　Red　Sea〔1896〕R20（C．A。）、
⑳　用船料を意昧すべく“nO1iS”という言葉が嘗て地中海沿岸地方で使用されたが・
　この言葉は現在ではほとんど使用されない。
倒　これらは，ラテン語のca㎡a－partiaに由莱する語であるo
　　なお，各国（特に犬陸法系諾国と芙米法系諾国）における用船契約の内容が異な
　る以上，ごの語の統一的な定義を下すことは困難であるように思われるが，強いて
　これを定義すれぱ，「用船契約とは船舶の全都または一部を目的とする海上運送契
　約を意味し，個品運送契約に対するものである。」すなわち，用船契約とは，海上運
　送人が特定の物品の運送を引受げる代りに，特定の船舶の船腹を用船者に提供し・
　これに積載された貨客の遼送を引受げ，用船者がこれに対して報酬を支払うことを
　約する，所謂船腹契約をい㌔なお，これと関遵して注（26）参照。
鶴　同本商法第704条，ドイツ商法第510条。
⑳　葛城・新版講案119頁，加藤・前掲書164頁，小町谷・前掲書46頁・今村・上巻
　　269頁，Sieveking，Das　deutscheSeeversicherungsrecht1912，S・10・
⑳　小町谷・前掲書46頁。事実，ドイツにおいては，イギリスと同様，この船舶賃貸
　料（Sch流smiete）を運送賃として保険に付しうる。砂払Ritter§1Anm・95，188・
⑳　従って，芙法における用船契約は次の通りである。
＿｛二f黒∵二1二11∵
　※Net　Charterに対して，通常のTime　CharterをGross　Charterと言うこと
　があるo例えば，この用語を便用した例とLて，脇PortLinev・BenLine
　Steamers〔1958〕2Q．B．14a
　　Lかしなカ茎ら，芙法においても現代の傾向としてはむしろ，用船契約に船舶賃貸
　借（demiseOrleaseOfaship）を含むことに反対のようである。例えば，記録長
　官Lord　Esherは，
　　「これらの言葉に関Lて，クレームが船舶の使用童たは賃借に関Lてなされる一
　切の契約から生ずるときでも，用船契約ほど完全な言葉はたいと言われて来てい
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　る。私の考えでは，十中八九が全く船舶の賃借を生ぜしめない用船契約である。船
　舶の賃借に該当する用船契約ば稀れであり，あまりない。これらは例外的な用船契
　約である。用船契約は物晶の運送に関する船主と荷送人との契約である。」
　と述ぺているし（inReg・v・JudgeofCityofLondonCourt，〔1892〕1Q－B．，P．290），
　同様に，Vaughan　Willia皿s控訴院判婁も，
　　r用船契約に船舶の賃貸借を含むことは非常に稀れである。」
　と述べている（inHemeBayCo．v－Hutton〔1903〕2K．B．683，p．689）o更にこ
　の優向を示すものとして，定期用船契約の場合に船圭の受取る報醐を“hire”と
　言い，或は用船契約を述べる場合に“1etting，”“hiring，”“deIiveW，”“redelivery”
　たどの用語がしばしば使用されるが，これらの言葉は，実際にはchartersbyde㎜ise
　のみに使用される傾向にあるようであるo一脇ItalianStateRailwaysv．Mavro－
　gordatos〔1919〕2K．B．305…Sea　and　Land　Securities　v．Wi1lia㎜Dickinson
　〔1942〕2K．B－65；A／S　Tankexpress　v－Compagnie　Financiさre　Belge　des　Petro・
　les〔1949〕A．C．76，p．90一
　　わが国でも，1目商法では船舶賃貸借の名の下に用船契約にっいて規定していた。
飼Lazarus，ATreatiseontheLawrelatingtotheInsuranceofFreight1915，
　P．40．
鋼　　Lazarus，ibid．，p．40．
鯛　Burrough，工は次のごとく指摘している（｛n　Truscottw　Christie（1820），2BL
　＆B。，p．326）。一r契約が用船契約によると否とは問うところでない。契約があ
　れぱ十分である。用船契約という言葉はLばしぱ誤解を招き，何か異常なものであ
　るという観念を表わしがちであるが，用船契約という言葉には何も魔術はなく，いか
　なる種類の合意でも等しく有効なのである。」また契約の様式は間うところでない。
　契約の様式の相異は単に立証方法を変えるに過ぎず，契約当事者の権利が依って懸
　る原貝屹変更するものではないからである（力〃Lord　Ellenborough　in　Patrick
　v・Eames（1813），3Campりp－433」〃脇α1∫o　Warre　w　Mi1ler（1825），4B．＆
　C．538；F1int　w　FIe㎜yng（1830），1B、＆Ad．45）。さらにまた，契約は必ずし
　も船舶の全体に関するものであることを必要としないo原剣的に，満船積積荷（a
　full　and　cOmp1ete　cargo）に対する契約，および船舶の載貨能カの主要部分を占め
　うるようた積荷に対する契約，および単に船腹の僅かな部分を占めるに過ぎない契
　約，の間に区別を設けることはできず，これらの三っの契約の下で支払われる報酬
　はすべて「用船料」という表現に該当するのである（Lazarus，ibid一，p－4I）o
釦　従って，用船者は，船舶および航海に関して広汎な支配監督権を有するが，運送
　貨物の個憧が重要視され汝い繕果，用船契約の条件に反Lない限り，いか愈る貨物
　を船積しても差し支えないのである。なお，石井照久・商法II182頁参照。
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　　英・独・仏においても同様である。σ”鋤、Ritter§1S－105Anm－69．
　　Keith　v・Buτrows（1877），3Asp・Mar・L　C．481．
　　Hagen，ibid．，S．7τ
　　カロ藤・被保険利益論171頁。
　　今村・上巻268頁。
　　小町谷・海商法研究283頁，今村・上巻268頁。
　　MIA．s．90and　First　Schedule，Rules　for　Construction　of　Poiicy，Rule16．
　Ritter　SS．117，工19，ドイツ商法第779条，1919年ドイツ約款第1条2項。
　　イギリスにおいても1906年以前においては，運送賃が旅客運送賃を含むかどうか
　について議論があった。　αMcArthur，The　Contract　of　Marine　Insurance
　1890，2nd　ed一，p－99，md　DenoonγHome　and　Colonial　Insurance　Co一（1872），
　L　R．7C．P，341．
　　わが国においては，旅客運送賃を運送賃に含めるか否かについて学説が分れてい
　る。これを含める学者は今村・上巻PP，268，318，小町谷・前掲書P．μ，石丼照久
　・海上保険法P．51，大森忠夫・保険湊P．228，伊沢孝平・保険法P．443等であり，
　これを含めない学者は葛城・新版講案海上保険契約論P．n9，加藤・前掲書P．163，
　勝呂・海上保険p－135，野津・新保険契約法論p－507等である。旅客運送賃を運送
　賃に含めない理由とLて，葛城博土は，「危険測定上貨物と旅客とは異なり，一方
　は船舶を保険の目的とすると同時に貨物をも保険の目的とし，他方は船舶を保険の
　目的とすると共に旅客をも保険の目的とし，而かも旅客運送賃は前払であるから，
　私は，運送法上は爾者が運送賃であっても，海上保険法上は両者は別個のものであ
　ると解する」とされ（前掲書p．119），野津博土は「この両者の法穣規定に相違があ
　り，運送賃の損害を生ずぺき場合が異なるからである」とされている（前掲書P．507）o
　また加藤博士は，運送賃の定義を「運送者が物晶の運送に対して収得すべき報酬」
　とされているところから，当然旅客運送賃を運送賃の中に含まれないのであるが，
　その理由として「普通，運送賃という場合に旅客運送賃が入らないのは，畢寛この
　種の運送賃が保険に付せられることが従来少なかったため，自然と生じた取引上の
　通念によるのである」とされている（前掲書P－164，注1）。
鯛　例えぱ，MIA．3（2）b，1919年ドイツ約款第1条2項など。
鯛　Arnould　s．288．
㈹　Amould　s－288、
㈹　Amou1d　s．281n．65．
鯛　葛城・前掲書119頁，加藤・前掲書163頁，164頁注（5）。
網　ただ，挽船による運送は通常の運送よりも著Lく危険が多いから，挽船契約が運
　送契約の性質を有しないときには，保険契約者は保険契約締繕の時挽船料であるこ
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とを保険者に告知することを要する。なお，加藤・前掲書163頁参照o
　皿　適法なる海上保険契約の目的としての運送賃
　或る者が海上運送事業を営むことによって運送賃の収得を期待しうる場合に，
海上危険によって船舶の利用が阻害され，或は積荷の全部または一部が運送の
対象となることが不可能となったときは，海上運送人は，運送賃の全部または
一部の収得を妨げられる。この故に運送賃は海上繰険契約の目的となりうるの
である。しかもこのことは，古くから認められ確立されている原則である。ω
　既に1802年に・ある判事は次のごとく述べている・121
　「運送賃が，商業にその起源を有しまさに商取引の安全を保証する目的で
創案された保険証券によって保険保護の対象とされ得ないとするならぱ，それ
はまことに由々しいことであろう。これは，契約によって確定され，商業目的
で使用される労働と資本から生じる十分根拠のある実質的利益である。」
　現在では，どこの国においても，運送賃は適法なる海上保険契約の目的であ
ることが認められている。＝割
　しかし昔は必ずしもそうではなかった。特にフランスにおいては，16世紀
のGuidon　de－a　mer以釆，ルイ14世のOrdomance　de　la　Marine（1681年）
（Tit．VI　Art．15）を経て，それらを踏襲した旧商法第347条まで，運送賃保
険は禁止されていた。‘4jその理由は，運送賃というのは，航海の完成および壷
送の成就によって取得する不確定な利益（COntingenCy　intereSt），すなわち
未だ発生したい利益であり，失うことあるべき利益ではあるが航海完了重で喪
失の危険に曝されない利益であり，従ってこれを保険契約の目的とすることは
できない，ということであった。而してもし運送賃の保険を認めれぱ，船舶ま
たは積荷の保全に対する船主の関心を脆弱ならしめるということにあった。I5〕
しかしながら，運送賃は海上運送人のほとんど唯一の収入であり，しかも原則
とLて運送の成就が運送賃取得の要件であるから，この保険の禁止が海上運送
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人の耐え難いことであるのは明らかである。屹j従って，彼らは適当な手段をも
ってこの保険の禁止による不利不便の回避を計った。ところが，運送賃が前払
され，これがいかなる場合においても払戻されない場合においては，この運送
賃を前払した荷送人または用船老はこの前払金の喪失に対する保険を付するこ
とが可能であった。一7〕それ故，船主は荷送人または用船者から運送賃の絶対的
前払を受け，同時に荷主に決定的前払運送賃（fret　aCquiS註tOut6V6ne㎜㎝t　Ou
Payable註tout6・6n・me・t）一8，の保険を契約させ，これに要する費用を荷主に支払
うという方法を採ったのである。｛9，
　しかし，仏法においても，この法律上の禁止は実際上の円滑な取引活動には
大きな妨げとなったようで，結局1885年8月12目の改正によってω，商法の
運送賃傑険禁止の規定は削除され，純運送賃（fret　net）に関する保険が認めら
れ，保険契約の目的とすることが認められたのである。ωしかしこの改正すら
取引の実庸に即応しないため，学説では，この改正規定は総運送賃（f・et　bmt）
の保険を必ずしも禁止するものではなく，総運送賃を保険に付した場合に，更
に船費保険（1’aSSu・anC・・ur　le　fraiS　d’am・ment）として運送賃の費用に当る部
分を保険に付すことを禁止する趣旨に過ぎないと解している。幽
　現在この運送賃保険を禁止Lているのはチリのみのようである。幽
注（1〕　Amould　s・282・
　・（2）　Charnbre　J一，in　LucenaγCraufurd（1802），3B．＆P－75at　p．102一
　（3）例えぱ，アメリカ，イギリスMIA第3条第2項（b），第ユ6条第2項，フランス商
　　法第334条，ドイツ商法第779条，イタリア旧商法第606条第3項および同航行法
　　第519条，ベルギー1908年2月10目法第191条、オランダ商法第593条，スカンジ
　　ナヴィア商法第203条，フィンランド商法第272条，スペイン商法第743条第7項，
　　ルーマニア商法第618条第3項，ボルトガル商湊第597条，アルゼンチン商法第
　　1157条第7項，メキシコ商法第818条第7項。わが国商法には，運送賃保険を認め
　　旨の績極的な明示の規定はないが，保険者の免責事由を定めた第829条第2項中に
　　運送賃を掲げ，聞接的にではあるが，これが保険契約の目的となりうることを示し
　　ているoなお，Ripertによれば，現在ではチリ商法第1218条だげが依然として旧来
　　通り運送賃保険を禁止しているようであるo　C〆Ripert　s，2500，Amould　s．28Z
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（4〕スペィンおよびデンマータにおいても，以前は運送賃保険が禁止されていたよう
　である。
（5）加藤・前掲書176頁，今村・前掲書265頁，小町谷・海上保険各論牌7頁。
（6）小町谷・前掲書47頁o
（7）前払運送賃（fretacquis）は本来積荷の被保険利益に吸収され，運送賃の被保険
　利益の栓質を有し液いoしかもいかなる場合においても払戻されない決定的前払運
　送賃（fret　acquis註tout細6nement　ou　fret　payableきtout6v6nement）を要
　求する特約は既に1681年の0rdonnance　de1a　Marineにおいても有動であり，従
　ってこの前払運送賃の保険は認められていたoρブーRipert　ss・1649et　s町et2500．
（8）　Ripeれs－1649et　seq・
（g）　Ripert　s．2500，Ri批er　S108§1Anm．75．
⑩Gowは1885年8月14日としているが（Ibid・，P・85），これは1885年8月12目の誤
　りである。
⑪　商法第334条。λ”φRipert　s．2502．
⑫　Lyon・Caen　et　Renault　VI　no－1135；Jacobs　II　no・718；J・▽・Cauマet　I　no・35；
　Ripert　s．2506；De　Smet1no．210；Ritter　S．1246§107Anm．7．
⑱　ドイッ商法第796条および第797条，1919年ドイツ海上保険普通約款第107条第
　1項，フィンランド商法第185条，スカンジナヴィア商法第191条，等は明文をも
　って総運送賃の保険を認めている。
　　なお，総運送賃と純運送賃の問題については，項をあらためて考察することにす
　る。
⑭　注（3）参照o
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